府民意見及び意見陳述の概要及びそれに対する府の見解
１　ダムの効果及びB/C
	項　目
	意　見　の　主　な　内　容
	府　　の　　見　　解

	災害の可能性が小さい（過去の実績等）

	10年確率でも100年確率でも、実際の水害事例と比べると、被害想定が10倍ほど過大である。（意見②、陳述①）


	○被害額の想定の考え方につきましては、平成16年度の建設事業評価委員会で報告したとおりです。

○槇尾川で発生した水害の被害額は、昭和57年水害で約10億円、平成7年災害で約4億円であります。

○浸水被害想定及び費用対効果の算定にあたっては、国土交通省の「治水経済調査マニュアル」に基づいて算出しております。

○被害額の想定にあたっては、公共土木施設等（道路、橋梁、下水道、都市施設等）の被害は、一般資産（家屋被害、家庭用品被害等）の被害額に所定の率を乗じて算出いたします。被害額についてはこれらの公共土木施設が被害を受けた場合を想定しており、実際の被害との差が生じます。したがって、発生場所や原因の異なるものを比較することは困難と考えます。

	
	現地は瀬戸内性気候で、年間雨量1000mmほどの少雨地であり、和歌山県境は和泉山脈がある。また、槇尾川は概ね掘り込み河川の形状で深刻な水害が発生する恐れはない。（意見⑥⑬、陳述②⑥）
	○槇尾川の流域では古くからたびたび洪水による被害を受けております。

○近年の記録としましては、昭和57年水害には、総雨量388㎜、日雨量で194㎜、時間最大雨量37mmの大雨を記録し、浸水戸数約530戸、浸水面積約11haの被害が発生しております。また、平成7年水害には、総雨量245㎜、日雨量192㎜、時間最大雨量46㎜の大雨を記録し、浸水戸数30戸、浸水面積約7haの被害が発生しております。また、掘り込み区間でも、溢水による水害が発生しております。

○大津川流域における100年に１度発生する計画降雨については、流域近傍の岸和田観測所の明治24年から昭和39年の72年分の実測雨量データを統計解析し、計画日雨量345㎜、計画時間最大雨量86.9㎜を算出しています。

○近年の降雨傾向では、100年に1度発生する程度の降雨（時間雨量80㎜程度）以上の降雨が全国的に多発しており、いつ災害が起こる可能性があるかわかりません。

	
	槇尾川の普段の流量は小川程度。西国4番札所の施福寺の巡礼道で1000年以上前からダム予定地下流に住居があるが、家が流される大きな災害は聞いたことがない。史料でも水害による死者の記述は見当たらない。（意見⑤⑥）
	意見⑥⑬、陳述②⑥に対する府の見解と同様

	
	S57もH７の災害でも、槇尾川上流部では床上浸水、床下浸水もなかった。H7は時間雨量46mmであり、上流部は50mm対応が可能。（意見⑬）
	○槇尾川上流部（大川橋上流部）においては、人家への被害は報告されていませんが、昭和57年、平成7年のいずれの水害においても、槇尾川からの溢水による道路冠水、農地の被害、また橋梁や護岸の損壊が発生しております。

○槇尾川上流部（大川橋上流部）において、現況河道において時間雨量50㎜の計画降雨が発生した場合、60㎥／sの流量となり、現況河道では流下能力が不足する区間があり、河川改修を実施する必要が生じます。

○また、現計画では槇尾川上流部（大川橋上流部）については、ダムの洪水調節により、最大放流量10㎥／sとなりますので、ダムサイトまでの約1.6㎞区間においては、時間雨量50㎜対策の河川改修が不要となります。

○なお、平成7年の水害時においては、流域内の横山観測所で最大時間雨量46㎜と同規模の雨が観測されておりますが、降雨の降り方や総雨量により、洪水の発生にも差が出てきますので一概には比較できるものではありません。

	
	府内の交通事故による死者は年約300名、負傷者は約8万人だが、水害による負傷者はほぼ0ではないか。（意見⑩）
	○大阪府内の河川の治水目標については、平成8年3月に策定した「大阪府河川整備長期計画」に基づき、治水計画の計画降雨を概ね100年に１度発生する程度の降雨（時間雨量80㎜程度）としています。

○近年の降雨傾向では、100年に1度発生する程度の降雨（時間雨量80㎜程度）以上の降雨が全国的に多発しており、いつ災害が起こる可能性があるかわかりませんので、府民の安全・安心のために治水対策を推進しています。

	
	府は当初被害戸数を床上1戸、床下浸水53戸と記載していたが、ある時から床下浸水は530戸になった。（意見⑰）
	○昭和57年の水害による浸水戸数の記載については、平成11年度及び平成16年度の

建設事業評価委員会において報告したとおりです。

○昭和57年の水害における被害戸数については、和泉市の調査資料等を基に調査を行った結果、槇尾川流域で浸水家屋約530戸、浸水面積約11haとなっております。

○なお、当初被害戸数の数値については、水害統計に記載された当時の速報値をそのまま掲載したものと思われます。

	効果が小さい

	槇尾川ダムの集水面積は3.4ｋ㎡で、大津川水系の3％、槇尾川の6％にすぎない。100年に1度ピンポイントの集中豪雨を考えるのは効率が悪い。ダムは槇尾川中下流への効果はほとんどなく、大川橋上流は水害防止策を個々にすればよい。（意見③④⑥⑧⑩⑪⑱、陳述①⑥）
	○大阪府内の河川の治水目標については、平成8年3月に策定した「大阪府河川整備長期計画」に基づき、治水計画の計画降雨を概ね100年に１度発生する程度の降雨（時間雨量80㎜程度）としています。

○槇尾川の治水対策については、「河川改修（拡幅、掘削）」、「遊水地と河川改修を併用」、「ダムと河川改修を併用」する治水手法について比較検討を行い、最も経済的で事業の効果を早期に発揮できる「ダムと河川改修を併用」する手法を選択して実施しています。

○ダムが完成すれば、ダム下流の槇尾川全区間において水位を低下させる治水効果が期待できます。大津川合流点上流の板原地点でも毎秒50m3の洪水調節が可能となります。特に、父鬼川合流点からダム直下までの約1.6km区間においては、時間雨量50㎜対策の河川改修が不要となり治水効果の発現時期が早まるなど大きな効果があります。


	項　目
	意　見　の　主　な　内　容
	府　　の　　見　　解

	効果が小さい

	大阪府のシミュレーションでは、ダムによる計画降雨時の水位低下は20cm程度以下（泰成橋では15cm）にす
ぎず、計画高水位(HWL)や天端を越えることがほとんど解消されない。大川橋から下流の179地点で、ダムがある場合、最高水位が計画高水位を下回るのは100年に1度の洪水で39か所、20年に1度の洪水で127か所。（意見③、陳述①②）
	○大阪府内の河川の治水目標については、平成8年3月に策定した「大阪府河川整備長期計画」に基づき、治水計画の計画降雨を概ね100年に１度発生する程度の降雨（時間雨量80㎜程度）としています。【以下1／100対策】

○治水対策の方針としましては、大阪府内の河川の治水効果を平均して高めていくためには、流域に人口・資産が集中し、幹線交通施設などの重要な都市施設があるなど、水害による影響が大きい河川については、1／100対策を進め、その他の河川については、時間雨量50㎜に対応する50㎜対策を当面の目標として、段階的に進めています。

○槇尾川につきましても、最終的にはダムと河川改修の組み合わせにより、1／100対策を目標としていますが、当面の治水目標として、槇尾川ダムと河川改修による50㎜対策を実施しています。

○現在槇尾川については、当面の目標である50㎜対策を進めており、20年に1度（時間雨量55㎜程度）や100年に１度発生する程度の降雨（時間雨量80㎜程度）の場合、お示しのとおり計画高水位を越えるため、早急にダムと河川改修による50㎜対策を実施し、その後1／100対策を実施してまいります。

	
	「治水計画検討報告書」では浸水被害想定はダムがあってもなくても大きく違わない。ダムがない場合の想定床下浸水区域は548.6haであり、ダムにより解消されるのは1.8％にすぎない。浸水家屋は293戸しか違わない。（意見⑪⑱、陳述①）
	○浸水被害想定及び費用対効果の算定にあたっては、国土交通省の「治水経済調査マニュアル」に基づいて算出しております。

○現在算出している費用対効果については、ダムが有る場合と無い場合とで異なる想定氾濫区域から被害額を算定し、費用対効果（B／C）を算出しています。

○ダムのみによる浸水被害の軽減は293戸ですが、治水対策については総合的に判断してダムと河川改修をあわせて実施することとしています。

○「ダム＋河川改修」が完成することにより、100年に一度の雨（時間雨量80㎜程度）による被害を防ぐことができます。

	
	861万円かけて作った報告書を評価委員会に示していなかった。都合の悪い情報を隠していたのは、ダムを不必要と思っていたからではないか。（意見⑯）
	○平成16年度の大阪府建設事業評価委員会においては、事業の妥当性を審議していただくため、平成15年度「槇尾川ダム治水計画検討業務委託」報告書に基づき、事業評価の判断基準の一つである費用対効果についても、判断するのに必要な資料を作成して説明を行い、審議を経たのち事業継続の判断をいただいたものであります。

○なお、平成16年度の大阪府建設事業評価委員会の資料及び平成15年度「槇尾川ダム治水計画検討業務委託」報告書につきましては、府政情報センターにおいて閲覧可能となっております。

	
	ダムは洪水を調整する機能はあるが、計画より小さな洪水だけであり、計画を超える洪水は調整できない、また流下能力より小さな洪水は調整する必要がないため、ダムが役立つのは流下能力より大きく、かつ計画より小さな洪水だけである。ダムの効果は限定的である。（意見、陳述⑥）
	○ダムは、上流からの河川流量を洪水調節し、下流の河川流量を低減させ洪水被害の軽減を図ります。ダムによる洪水調節は、下流部の河川の改修効果とともに、洪水防御を行う極めて有効な治水対策です。また、計画以上の雨に対してもダムの効果により下流への洪水到達時間を遅らすなど一定の効果は期待できます。

	
	このような立地でダムが必要なら、府のほとんどの川でダムが必要。（意見⑧⑳）
	○治水対策の手法は、河川改修を基本に考え、その中で人家密集や背後地との関係などで川幅を拡げることが困難な場合などには、洪水を一時的に貯留する遊水地やダムなどを組み合わせ、コスト、地域や自然環境への影響、治水効果の早期発揮などの観点から比較検討し、最適な手法を選択することとしています。

○このような観点から大阪府では4ヶ所のダム（うち2ヶ所は完成）を計画しており、寝屋川のような立地条件の場所では遊水地や流域調節池などを実施するなど、地域の実情にあった治水対策を実施しています。

	効果の算定が過大
	50mm対応後でなく50mmがない現状と比較してダムの効果を算定している。（意見②、陳述①）
	○浸水被害想定及び費用対効果の算定にあたっては、国土交通省の「治水経済調査マニュアル」に基づいて算出しております。

○「治水経済調査マニュアル」によると、費用対効果については治水事業の着手時点を評価対象とすることされております。

○したがいまして、槇尾川ダムについては、ダム建設事業の着手時点の現状で、ダムのみによる費用対効果を算定しています。

	費用・B/Cの算定
	ダム残存価格（3億円）を認めているが、むしろダム撤去費用を入れるべき。（意見②、陳述①）
	○浸水被害想定及び費用対効果の算定にあたっては、国土交通省の「治水経済調査マニュアル」に基づいて算出しております。

○「治水経済調査マニュアル」によると、残存価値については便益の中に計上することとされており、ダムの残存価値として約2.7億円を計上しております。

○「治水経済調査マニュアル」において、撤去については、費用の中に撤去費用を計上することとされておりません。

○ダムについては、堆砂の撤去や適切な維持管理により、ダムの治水効果を長期に維持していくことで対応することとしています。

	
	維持管理費は6400万円/年なのに、B/Cの50年間の維持管理費は5億円あまり。現在価値化によるものか。河川改修案と比較するなら、B/Cも河川改修をプラスして算出すべきではないか。（意見⑦）
	○浸水被害想定及び費用対効果の算定にあたっては、国土交通省の「治水経済調査マニュアル」に基づいて算出しております。

○維持管理費は、毎年の定常的な維持管理費と突発的・定期的に支出される設備交換等の費用を積算することとしています。なお、槇尾川ダムの維持管理費については建設費の0.5％、6400万円を現在価値に直した総額としています。

○建設事業評価委員会では、事業単位で評価を実施しており、ダム建設事業と河川改修事業のそれぞれを審議していただくため、費用対効果についても分けて算出しております。


２　ダムの優位性・代替手法
	項　目
	意　見　の　主　な　内　容
	府　　の　　見　　解

	当面の50mm対策で比較すべき


	100年に1度の大雨への対応には630億円必要で、府の財政状況から到底負担できず、スケジュールを立てられていない。（意見③、陳述①②）
	○大阪府内の河川の治水目標については、平成8年3月に策定した「大阪府河川整備長期計画」に基づき、治水計画の計画降雨を概ね100年に１度発生する程度の降雨（時間雨量80㍉程度）としています。【以下1／100対策】

○治水対策の方針としましては、大阪府内の河川の治水効果を平均して高めていくためには、流域に人口・資産が集中し、幹線交通施設などの重要な都市施設があるなど、水害による影響が大きい河川については、1／100対策を進め、その他の河川については、時間雨量50㎜に対応する50㎜対策を当面の目標として、段階的に進めています。

○槇尾川の河川整備計画については、平成12年度に大阪府にて策定された大津川水系河川整備計画に基づき、槇尾川ダムと河川改修による50㎜対策を概ね15年間で完成することとされており、1／100対策の開始時期につきましては、現在の計画が完了した後、府内全体の河川状況等を踏まえ、河川整備計画に位置付けるための検討を行うこととされています。

	
	大津川水系河川整備計画が概ね15年で50mm対策を行い、1/100対策は将来の手戻りが発生しないように考慮すべきという記述に関わらず、槇尾川の治水対策事業について、1/100対策の総事業費が明確に示されていることに強い戸惑いを感じる。（意見⑬）
	○大阪府内の河川の治水目標については、平成8年3月に策定した「大阪府河川整備長期計画」に基づき、治水計画の計画降雨を概ね100年に１度発生する程度の降雨（時間雨量80㎜程度）としています。【以下1／100対策】

○治水対策の方針としましては、大阪府内の河川の治水効果を平均して高めていくためには、流域に人口・資産が集中し、幹線交通施設などの重要な都市施設があるなど、水害による影響が大きい河川については、1／100対策を進め、その他の河川については、時間雨量50㎜に対応する50㎜対策を当面の目標として、段階的に進めています。

○槇尾川の治水対策についても、将来計画の1／100対策に手戻りのないよう、治水手法を決めており、当面の目標として槇尾川ダムと河川改修による50㎜対策を実施しています。

	
	暫定河川改修が府下全域を50mm/hとし、槇尾川も同水準で大半整備されているのに、槇尾川ダムが現状で1/100確率（86.9mm/h）としなければならないのか不明。50mm/hと86.9mm/ｈ対応に分けた防災ダムとし、将来の1/100はその期間でさらに検討してはどうか。（意見⑫、陳述⑦）
	○大阪府内の河川の治水目標については、平成8年3月に策定した「大阪府河川整備長期計画」に基づき、治水計画の計画降雨を概ね100年に１度発生する程度の降雨（時間雨量80㎜程度）としています。【以下1／100対策】

○治水対策の方針としましては、大阪府内の河川の治水効果を平均して高めていくためには、流域に人口・資産が集中し、幹線交通施設などの重要な都市施設があるなど、水害による影響が大きい河川については、1／100対策を進め、その他の河川については、時間雨量50㎜に対応する50㎜対策を当面の目標として、段階的に進めています。

○槇尾川の河川整備計画については、平成12年度に大阪府にて策定された大津川水系河川整備計画に基づき、槇尾川ダムと河川改修による50㎜対策を概ね15年間で完成することとされております。

○1／100対策の開始時期につきましては、現在の計画が完了した後、府内全体の河川状況を踏まえ、河川整備計画に位置づけるための検討を行うこととしています。

○ダムを段階的に施工するとなると、技術的にも難しく、コストも大幅に増えるため、将来の1／100対策にも対応できるようダムを設置することにより上流部の50㎜対策を早期に完成させます。

	
	50mm対策の必要性は理解できるが、ダムありの総事業費214億円、ダムなし204億円で10億円安い。（意見⑬）
	○大阪府内の河川の治水目標については、平成8年3月に策定した「大阪府河川整備長期計画」に基づき、治水計画の計画降雨を概ね100年に１度発生する程度の降雨（時間雨量80㎜程度）としています。【以下1／100対策】

○治水対策の方針としましては、大阪府内の河川の治水効果を平均して高めていくためには、流域に人口・資産が集中し、幹線交通施設などの重要な都市施設があるなど、水害による影響が大きい河川については、1／100対策を進め、その他の河川については、時間雨量50㎜に対応する50㎜対策を当面の目標として、段階的に進めています。

○ダムによらない治水対策を実施した場合、中下流部に流れる流量が増加し費用もかかることから、流域全体で評価した場合、ダムと河川改修の組み合わせによる治水手法が効果的となります。

○ダムについては、段階的に施工するとなると、技術的にも難しく、コストも大幅に増えるため、将来の1／100対策にも対応できるようダムを設置することにより上流部の50㎜対策を早期に完成させます。

	
	S57もH７の災害でも、槇尾川上流部では床上浸水、床下浸水もなかった。H7は時間雨量46mmであることから、槇尾川ダム上流部はすでに50mm対策の効果が発現している。家屋移転を伴わない程度の流下能力向上に留めることで、事業費の大幅縮減を実現できる。（意見⑬）
	1.ダムの効果及びB／Cの意見⑬に対する府の見解と同様

	ダムの費用

	ダムに不特定利水容量（河川維持流量確保や農業用水の渇水対策）分の費用21億円は治水対策事業から除外されており、費用比較に含めていないのは理解できない。国等のダムでも不特定利水容量の事業費は治水負担となっている。不特定容量分21億円を含めると、50ｍｍ対策では、ダムなしが204億円、ダムありが235億円、１/100対策では、ダムなしが861億円、ダムありは866億円となる。（意見②⑬、陳述①）
	○不特定利水容量については、正常流量の維持、既得取水の安定化、河川環境保全のためには必要なものであり、槇尾川ダムにおいては、不特定利水容量を確保しております。

○その他の手法で不特定容量を確保するためには、容量を確保するための施設を別途設けるなどの対策が必要であり、それに伴う費用も別途かかります。

○したがって、治水手法の比較については、同じ治水効果に対する費用を計上して比較しています。

	項　目
	意　見　の　主　な　内　容
	府　　の　　見　　解

	ダムの費用

	ダムは堆砂と流木の始末が大変。莫大な費用をかけたダムも数十年で堆砂する。（意見⑥⑩）
	○ダムの堆砂容量については、同一地質で堆砂期間の長い近傍のダムの実績データから、１００年で堆砂すると想定される容量を算定いたします。

○槇尾川ダムについても、同様に、近傍ダムの様々実績データから堆砂量のシミュレーションを行い、現計画の堆砂量を算定しています。

○ダム完成後は、堆砂の撤去等の適切な維持管理により、ダムの治水効果を長期に維持していくこととしています。

	
	自然環境対策を十分に講じることを前提に「ダム+河川改修」が優位としているから、自然復元のための費用も比較対象とすべき。（意見⑦）
	○槇尾川ダム地域の自然環境については、平成４年度から継続して自然環境調査を実施し、平成１６年度には、学識経験者からなる委員会を設置し保全対策等を検討し、平成１９年１月末に保全対策の基本的な考えを取りまとめた「槇尾川ダム自然環境保全計画」を策定し、今後も引き続き「自然環境保全計画」に基づき、保全対策を行いながら事業を進めることとしております。

○この「自然環境保全計画」のために必要な費用は約6.4億円で、内訳は自然環境調査、植生回復試験、植生回復のための森林表土の保存・まきだし、湿地の移設・復元、選択取水設備の設置などで、費用は事業費の中に含まれています。

○また、自然環境への配慮を行い、影響面積を緩和することで、約8.5億円のコスト縮減を図りました。

	河川改修費用
	ダムなしの場合、上流部の50mm対策が97億円（用地補償費40億円、工事費41億円、調査費等16億円）必要であるのには驚く。川幅は上流部の６を約2倍にし、1/100対策で手戻りがないようにさらに5m程度確保する計画である。（意見⑬）
	○槇尾川上流部（大川橋上流部）で河川改修を実施する場合については、河床勾配や既存の堰等取水施設があることから、安全に計画の流量を流すための断面を確保するには河床掘削では対応困難であり、河川拡幅を採用する計画としています。

○槇尾川上流部（大川橋上流部）で、現況河道において時間雨量50㎜の計画降雨が発生した場合、60㎥／sの流量となります。また100年に１度発生する程度の降雨（時間雨量80㎜程度）が発生した場合には、110㎥／sの流量となります。現況河道では流下能力が不足するため、河川改修を実施すれば、約２倍程度拡幅する必要が生じ、移転家屋が４８戸発生いたします。

○槇尾川上流部（大川橋上流部）で50㎜対策の河川改修を実施する場合の費用97億円ですが、50㎜対策の河川改修については将来計画の1／100対策に手戻りがないよう実施することとしているため、移転家屋の用地補償費に約40億円、堰や落差工などの改修、橋梁の架け替えなどの費用として約20億円、河川改修の費用に約21億円、測量や調査設計費用として約16億円が掛かります。

	他の治水手法
	水害の危険を防ぐのなら、大川橋周辺の川底にたまった土砂の除去を緊急にすべきで、その他必要な箇所の堤防の補強、河川の浚渫をすすめるべき。（意見⑩⑱、陳述②⑥）
	○河川の浚渫や堤防の維持管理については必要なものであり、大阪府内の河川全体で、毎年調査を行っております。河川の浚渫については、堆積土砂除去実施の目安として阻害率２０％としており、計画的に堆積土砂の除去を順次行っているところです。

○また、堤防の破堤による被害は甚大であるため、破堤しないよう堤防の維持管理については、毎年2月に堤防点検を実施するなどにより、計画的に対策を行っております。

○しかし、河川の浚渫や堤防の維持管理だけでは、計画する洪水を下流へ安全に流すことはできませんので、河川の浚渫や堤防の維持管理とあわせて、ダムと河川改修による治水対策を実施しています。

	
	最新の技術を使えば、堤防補強やダム工事用付け替え道路を使った川の付け替えなど安価な方法がある。（意見⑤）
	○槇尾川の治水対策については、「河川改修（拡幅、掘削）」、「遊水地と河川改修を併用」、「ダムと河川改修を併用」する治水手法について比較検討を行い、最も経済的で事業の効果を早期に発揮できる「ダムと河川改修を併用」する手法を選択して実施しています。

	
	槇尾川は国分地区で分水し、光明池に導水している。光明池は水資源ダムで、貯水量は槇尾川ダムの2.6倍の370万トンであり、国分からの導水路を強化すれば治水効果が明白である。（意見⑥）
	○光明池を治水施設として使用するとなると、取水口（越流施設）より下流については、一定の効果があるものの、取水口までの上流部では、流量を安全に流すための河川改修が必要となります。

○槇尾川取水口から約3ｋｍ以上距離のある光明池までの導水路を治水施設として改修するには、洪水導水量として50㎥／sを流す断面が必要となり、改修費用に約40億円の費用が見込まれます。また光明池をダムとして利用するために、洪水吐や非常用洪水吐等の管理施設の新設、さらに放流路として光明池から槇尾川までの放水路の設置をする必要があります。また用地についても所有者との調整に日数を要するだけでなく、灌漑用水を利用しながらの施工など、費用、治水効果発現時期等からも現計画が優位となります。

	
	遊水地を既存の光明池を検討すべき。用水需要は793haから323haに半減しており、満水面積は122haで、水位１ｍで100万㎥の調整可で槇尾川ダム84万㎥以上となる。光明池井堰及び導水路、放水路の拡張又は新設、水利権の調整が課題となる。狭山池で改修例あり。（意見⑫、陳述⑦）
	意見⑥に対する府の見解と同様

	
	URのトリヴェール和泉の暫定調整池（泰成橋下流左岸）を恒久的な調整池へ転換することを検討すべき。光明池ニュータウンの暫定調整池（石津川、和田川、甲斐田川）を恒久化した事例あり。（意見⑫、陳述⑦）
	○暫定調整池については、開発行為を行うにあたり、河川への流入を制限するために開発者が設置するもので、下流河川の【50㎜対策】が完了し不要となった時点で、原則として開発者が撤去を行うこととなっております。

○和田川調整池については、すでに完成していた下流河川の【50㎜対策】後、将来的に【1／100対策】に移行する中で、既存の調整池などの貯留施設の活用が可能か検討を行い、費用対効果なども含め有効と判断し、治水施設として転用したものであります。

○暫定調整池を調整池として利用するとしても、容量的に足りないため、さらに調整池を作るか、下流の河川改修を行う必要があり、また土地所有者との調整や後の維持管理方法の調整が必要なことなども踏まえ、現計画案が優位となります。

	
	ダム＋河川改修に対し他の手法では、大川橋上流の河川改修に10年余計に期間がかかるということだが、大川橋上流の河川改修による中下流への影響は極めて軽微で、大川橋上流の河川改修を同時に行ってもその影響は無視できる程度。（陳述①）
	○河川改修は下流から順次上流に向かって実施することが原則です。これは上流の流下能力を大きくすると下流の流下能力がこれに対応出来ない時は氾濫の危険が高くなるためです。


３　自然環境への影響・保全
	項　目
	意　見　の　主　な　内　容
	府　　の　　見　　解

	自然環境への影響


	ダムができれば川から水が消える。（意見①）
	○槇尾川ダムにおいては、10年に1度の渇水に対応出来るよう計画しており、下流の生物への影響を緩和します。

	
	ダムは川を分断して自然環境を損ねる。渓流とその周辺には珍しくなってしまった植物や動物が見られる。（意見⑧⑱）
	○ダム建設による自然環境への影響は避けられません。

○このため、槇尾川ダム地域の自然環境については、平成４年度から継続して自然環境調査を実施し、平成１６年度には、学識経験者からなる委員会を設置し保全対策等を検討し、平成１９年１月末に保全対策の基本的な考えを取りまとめた「槇尾川ダム自然環境保全計画」を策定しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○「自然環境保全計画」では、槇尾川ダム地域の自然を、森林生態系、渓谷・渓流生態系、湿地生態系に分類し、それぞれについて保全対策を実施し、自然環境を復元する取り組みを10年単位の長期にわたり実施していくこととしています。

○今後も引き続き「自然環境保全計画」に基づき、専門家の助言、指導を獲ながら保全対策を行っています。

	
	槇尾山は和泉市の美しい山。川も美しい流れ。自然の宝庫であり、市民の憩い場として大変貴重な財産。ダムを作らないほうが自然破壊をしなくてすむ。次の世代に引き継ぐべき。（意見⑭⑱⑲）
	意見⑧、⑱に対する府の見解と同様

	
	一度壊した自然は元に戻せない。ダムは木々を剥ぎ取り、生息する貴重な生物を水に沈め、ダム湖によどんだ水は水質の悪化を招き、槇尾川の清流が失われる。河辺の遊び場所や槇尾山へと続く石仏ならぶ巡礼道を沈め、景観も台無しにする。（意見⑨⑩⑪⑱）
	○自然環境に関する意見については、意見⑧、⑭、⑱、⑲、に対する府の見解と同様

○水質については、毎年水質調査を行い、蓄積されたデータを基に水質シュミレーションを行った結果、アオコなどの富栄養化現象が発生する可能性は低いと予測されます。

○槇尾川ダム建設事業については、自然環境だけでなく、歴史的、文化的価値の保全についても取り組むこととしています。例えば、ダム事業により水没する府道槇尾山仏並線の傍らにある、槇尾施福寺からの距離標である「丁石」については、関係機関と協議を行い、付替道路への移設等の検討を行っています。

○景観につきましても、「自然環境保全計画」に基づき、人工林から自然性ニ次林への植生転換や、元々この地域で多く見られたヤマザクラの苗木育成や植林などを行うこととしています。

	自然環境保全の目標と評価
	自然環境（水生生物や河川そのもの）の復元の具体的な目標と評価する仕組みが必要。（意見⑦）
	○「自然環境保全計画」におきましては、地域の自然が本来持っている潜在的な回復力を手助けすることによって、地域に特徴的な生態系を保全、あるいは回復させることを保全対策の基本方針としております。このため、対策の検討や実施にあたっては、モニタリング調査の結果を見ながら柔軟に対応することとしています。

○保全や回復状況の評価については、「自然環境保全計画」の基本理念の達成を目標として、学識経験者から構成される「槇尾川ダム自然環境保全対策検討委員会」を10年、20年といった、長期にわたり継続させ、適宜、保全や回復状況の検証を行い、評価していただくこととしております。


４　その他
	項　目
	意　見　の　主　な　内　容
	府　　の　　見　　解

	治水政策の転換


	川に水を押し込む従来型の治水政策は限界であり、流域治水の考え方を適用すべき。なお極端な集中豪雨には災害基金のような救済制度をとるべき。（意見⑧）
	○治水対策は計画する洪水に対応するよう対策を実施するものであり、洪水が計画洪水位を超えないよう下流へ安全に流すこととしています。

○現在、災害基金のような救済制度については特にございませんが、計画を超えるような洪水が発生した場合にも対応出来るよう、ダムと河川改修のハード対策だけでなく、洪水予報情報などのソフト対策を実施するとともに、市町村でもハザードマップを作成するなど流域住民への周知、早期避難体制の確立に努めているところです。

	
	従来は被害の防止対策に重点を置いてきたが、計画を超える洪水が発生すれば壊滅的被害を及ぼすため、避難対策や堤防補強などの軽減対策を行うべき。（意見、陳述⑥）
	○治水対策は計画する洪水に対応するよう対策を実施するものであり、洪水が計画高水位を超えないよう下流へ安全に流すこととしています。

○大阪府内の河川の治水目標については、治水計画の計画降雨を概ね100年に１度発生する程度の降雨（時間雨量80㎜程度）とし、府内の河川の状況に応じて、1／100対策及び当面の目標として時間雨量50㎜対策を段階的に進めています。

○また、計画を超えるような洪水や改修途上の河川において洪水が発生した場合にも対応出来るよう、ダムや河川改修などのハード対策とあわせて、洪水予報情報などのソフト対策を実施するとともに、市町村でもハザードマップを作成するなど流域住民への周知、早期避難体制の確立に努めているところです。

○なお、破堤による被害は甚大であるため、破堤しないよう堤防の維持管理については、毎年2月に堤防点検を実施するなどにより、計画的に対策を行っております。

○今後もハード対策、ソフト対策、維持管理を適切に実施し、被害軽減に努めてまいります。

	府の財政状況による選択
	府の財政状況から、自然環境を破壊し、治水効果のほとんどないダムへの高額の経費はむしろ優先的に削減すべき。槇尾川ダムは、1990年の日米経済摩擦解消のための公共事業探しから浮上したもの。（意見⑧⑮、陳述⑥）
	○ダムは、上流からの河川流量を洪水調節し、下流の河川流量を低減させ洪水被害の軽減を図ります。ダムによる洪水調節は、下流部の河川の改修効果とともに、洪水防御を行う極めて有効な治水対策です。

○槇尾川の流域では古くからたびたび洪水による被害を受けており、昭和57年の災害を契機に治水対策の見直しが行われました。

○槇尾川の治水対策については、「河川改修（拡幅、掘削）」、「遊水地と河川改修を併用」、「ダムと河川改修を併用」する治水手法について比較検討を行い、最も経済的で事業の効果を早期に発揮できる「ダムと河川改修を併用」する手法を選択して実施しています。○今後も、自然環境にも配慮しながら、積極的にコスト縮減を図り、早期治水効果発現に向け事業を推進してまいります。

	不特定利水容量について
	ダムを作るために対象区間を限定して、作為的に計算を行って、45万トンの不特定利水容量を決定している。不特定利水容量の計算条件、根拠、対象区間設定等において問題が多い。槇尾川ダムに貯水容量を持たせる根拠は全くないと判断できる。何の利益も生まない。建設費用と年々の維持管理費用負担は無駄であり、府民には重荷になる。（陳述③）
	○「流水の正常な機能の維持」は、既得取水の安定化、河川環境保全のためには必要なものであり、河川管理者としての責務でありです。

○槇尾川においても、「河川砂防技術基準（案）同解説」や「正常流量の手引き（案）」に基づき、既往の水文資料や流量観測データの収集、実際の灌漑用水の利用状況調査を実施したうえで、10年に1回程度の渇水に対応出来るよう計画し、槇尾川ダムに不特定利水容量として45万ｍ3を確保しています。

○不特定利水容量の対象区間の設定については、「河川砂防技術基準（案）同解説」や「正常流量の手引き（案）」に記載の通り、基準点を支線合流、取水地点などを考慮し選定することが望ましいとされており、全てを対応することが望ましいが、大規模取水設備である光明井堰までを対象とすると、ダムの規模が大きくなり、またダム上流での容量確保が困難なため、利水基準点を東槇尾川との合流点である神田橋に設定し、その区間において不特定容量を確保することとしております。

○槇尾川流域においても、過去に渇水による深刻な農業被害が起こっております。不特定利水容量を確保することにより、10年に1回程度の渇水に対応できるようになり、既得用水の安定化、河川環境の維持など下流に対しその効果を発揮します。

	その他
	水害の危険を防ぐのなら、ダム予定地の倒木の除去を緊急にすべき。（意見⑩⑪、陳述⑥）
	○現地の倒木については、立木補償を行っている土地で地権者が伐採まで実施したが、市場価値のない一部の樹木については、「自然環境保全計画」に基づき有効利用を図るため現地にそのまま残すこととしたものであります。

○なお、存置している樹木につきましては、河川への流出が生じないよう、ワイヤーでの固定や、木を高めに切り、残った切り株を流出防止対策として利用するなどの措置を施しております。

	建設推進要望
	槇尾川流域では、過去から度々浸水などの被害にあっており、また、いつ水害が起こるかわからない。地元住民の人命や財産を守るため、また他の地域と同様に安心して暮らせることができるよう、一日も早いダムの完成を願う。（陳述④⑤）
	○槇尾川ダム建設事業については、平成20年3月末現在において、用地買収は約92％（全体17.1haのうち15.7ha）、付替道路の整備は約36％（全体3.3㎞のうち1.2km）を完了しており、本年5月には槇尾川ダム本体工事を発注いたしました。平成27年5月のダム完成を目指し、用地買収、付替道路工事とあわせて事業を推進してまいります。

○なお、事業の推進にあたっては、自然環境の保全対策及びコスト縮減にも積極的に努めてまいります。


